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議案第１５号  

 

藤沢市建築基準等に関する条例の制定について 

藤沢市建築基準等に関する条例を次のように定める。 

２０１８年（平成３０年）６月４日提出 

藤沢市長 

鈴  木  恒  夫    

 

 

 

藤沢市建築基準等に関する条例 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 災害危険区域等（第３条・第４条） 

第３章 建築物の敷地及び構造に関する制限並びに大規模な建築物の敷地と道路

との関係（第５条・第６条） 

第４章 住宅等地下室の容積率不算入措置を適用する場合における地盤面の指定

等（第７条―第９条） 

第５章 日影による中高層の建築物の高さの制限に関する区域等の指定（第１０

条） 

第６章 特殊建築物等 

第１節 総則（第１１条・第１２条） 

第２節 学校（第１３条―第１７条） 

第３節 病院，診療所，共同住宅，寄宿舎，下宿，長屋及び児童福祉施設等

（第１８条―第２３条） 

第４節 ホテル及び旅館（第２４条―第２７条） 

第５節 大規模店舗及びマーケット（第２８条―第３４条） 

第６節 興行場等（第３５条―第４５条） 

第７節 遊技場（第４６条―第４８条） 

第８節 公衆浴場（第４９条） 
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第９節 自動車車庫及び自動車修理工場（第５０条―第５５条） 

第１０節 適用の特例等（第５６条―第５８条） 

第７章 昇降機（第５９条―第６１条） 

第８章 道に関する基準等（第６２条―第６４条） 

第９章 歴史的建築物の保存及び活用のための法適用除外 

第１節 総則（第６５条） 

第２節 対象歴史的建築物の指定等（第６６条・第６７条） 

第３節 現状変更の規制及び保存のための措置（第６８条・第６９条） 

第４節 法適用除外建築物に関する指定等（第７０条―第７３条） 

第５節 建築物に関する検査等（第７４条―第７７条） 

第６節 雑則（第７８条―第８６条） 

第１０章 雑則（第８７条―第９０条） 

第１１章 罰則（第９１条―第９４条） 

附則 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は，建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい

う。）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」とい

う。）の規定に基づき建築物の敷地，構造，設備及び用途その他法の施行に関し

必要な事項を定めることにより，安全で安心なまちづくりを推進するとともに，

歴史的建築物の維持及び安全性の確保に関する事項を定めることにより，当該建

築物の保存及び活用の推進を図ることを目的とする。 

 （用語） 

第２条 この条例における用語の意義は，法及び政令の例による。 

第２章 災害危険区域等 

 （災害危険区域の指定） 

第３条 法第３９条第１項の規定により指定する災害危険区域（以下「災害危険区

域」という。）は，急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年

法律第５７号）第３条第１項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域と同

一の区域とする。 
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 （災害危険区域内の建築物） 

第４条 災害危険区域内において居室を有する建築物を建築する場合においては，

当該建築物の基礎及び主要構造部は，鉄筋コンクリート造又はこれに類する構造

としなければならない。 

２ 災害危険区域内において居室を有する建築物を建築する場合においては，当該

建築物の崖（地表面が水平面に対し３０度を超える角度をなす土地をいう。以下

同じ。）に面する当該崖の上端の高さより低い部分には，居室の窓その他の開口

部を設けてはならない。 

３ 前２項の規定は，当該建築物が崖崩れによる被害を受けるおそれのない場合に

おいては，適用しない。 

第３章 建築物の敷地及び構造に関する制限並びに大規模な建築物の敷地と

道路との関係 

 （崖付近の建築物） 

第５条 高さ２メートルを超える崖の上又は崖の下において，崖の上にあっては崖

の下端，崖の下にあっては崖の上端からの水平距離が崖の高さの２倍の範囲内に

建築物を建築し，又は建築物の敷地を造成する場合には，崖の形状若しくは土質

又は建築物の位置，規模若しくは構造に応じて，安全な擁壁を設けなければなら

ない。ただし，次の各号のいずれかに該当する部分については，この限りでない。 

 （１） 崖の形状又は土質により安全上支障がない部分 

 （２） 崖の上部の盛土の部分で，高さが１メートル以下，斜面の勾配が４５度以

下であり，かつ，その斜面をモルタルその他これに類するもので覆ったもの 

２ 前項本文の規定は，次の各号のいずれかに該当するときは，適用しない。 

 （１） 崖の上に建築物を建築する場合において，当該建築物の基礎が崖に影響を

及ぼさないとき。 

 （２） 崖の下に建築物を建築する場合において，当該建築物の主要構造部（崖崩

れによる被害を受けるおそれのある部分に限る。）を鉄筋コンクリート造とし，

又は崖と当該建築物との間に崖崩れによる被害を防止するために必要な施設を

設けたとき。 

 （３） 崖の下に建築物を建築する場合において，その建築物が居室を有しないと

き。 
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３ 高さ２メートルを超える崖の上にある建築物の敷地については，崖の上部に沿

って排水溝を設ける等崖への流水又は浸水を防止するために必要な措置を講じな

ければならない。 

 （大規模な建築物の敷地と道路との関係） 

第６条 延べ面積（同一敷地内に２以上の建築物がある場合においては，それらの

延べ面積の合計をいう。）が１，０００平方メートルを超える建築物の敷地は，

道路（自動車のみの交通の用に供するものを除く。以下同じ。）に６メートル以

上接しなければならない。ただし，その敷地の周囲に広い空地を有する建築物そ

の他の建築物で市長が安全上支障がないと認めて許可したものについては，この

限りでない。 

第４章 住宅等地下室の容積率不算入措置を適用する場合における地盤面の

指定等 

 （適用区域） 

第７条 法第５２条第５項の規定により条例で定める区域は，都市計画区域のうち

工業専用地域を除く区域とする。 

２ 建築物が前項に規定する区域とそれ以外の区域とにわたる場合には，当該それ

以外の区域を同項に規定する区域とみなす。 

（地盤面） 

第８条 法第５２条第５項の規定により条例で定める地盤面は，次の各号に掲げる

建築物の区分に応じ当該各号に定める水平面とする。 

 （１） 周囲の地面と接する位置の高低差が３メートルを超える建築物 その接す

る位置のうち最も低い位置から３メートル以内の高さまでの平均の高さにおけ

る水平面 

 （２） 周囲の地面と接する位置の高低差が３メートル以下の建築物 その接する

位置の平均の高さにおける水平面 

（適用除外） 

第９条 前条の規定は，次の各号のいずれかに該当する場合は，適用しない。 

 （１） 建築物を共同住宅及び長屋以外の住宅の用途に供する場合 

 （２） 住戸，住室その他これらに類するものの増加を伴わない増築をする場合に

おいて，市長が周辺の住環境を害するおそれがないと認めて許可した場合 
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第５章 日影による中高層の建築物の高さの制限に関する区域等の指定 

（対象区域，日影時間等の指定） 

第１０条 法第５６条の２第１項の規定により条例で指定する区域は，次の表の左

欄に掲げる区域とし，それぞれの区域について法別表第４（に）欄の各号のうちか

ら条例で指定する号は，次の表の右欄に掲げる号とする。 

対象区域 法別表第４（に）欄の号 

第１種低層住居専用地域又は第２種低層住居専用地域 （１） 

第１種中高層住居専用地域又は第２種中高層住居専用
地域 

（１） 

第１種住居地域，第２種住居地域，準住居地域，近隣 
商業地域又は準工業地域 

（１） 

用途地域の指定のない区域 （１） 

２ 法第５６条の２第１項の規定により法別表第４（ろ）欄の４の項イ又はロのうち

から条例で指定するものは，イとする。 

３ 法第５６条の２第１項の規定により法別表第４（は）欄の２の項及び３の項に掲

げる平均地盤面からの高さのうちから条例で指定するものは，４メートルとする。 

第６章 特殊建築物等 

第１節 総則 

（敷地と道路との関係） 

第１１条 学校，体育館，病院，診療所（患者の収容施設があるものに限る。以下

同じ。），物品販売業を営む店舗，マーケット，ホテル，旅館，共同住宅，長屋，

寄宿舎，下宿，児童福祉施設等（政令第１９条第１項に規定する施設をいう。以

下同じ。），キャバレー又はナイトクラブの用途に供する建築物で，それらの用

途に供する部分の床面積の合計（同一敷地内に２以上の建築物がある場合におい

ては，それらの建築物に係るそれらの用途に供する部分の床面積の合計）が 

２００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のものの敷地は，次の表

の左欄に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定める長さ以上道路に接しな

ければならない。ただし，その敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建

築物で市長が安全上支障がないと認めて許可したものについては，この限りでな

い。 
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学校，体育館，病院，診療所，物品販売業を営む店舗，マーケ

ット，ホテル，旅館，共同住宅，長屋，寄宿舎，下宿，児童福

祉施設等，キャバレー又はナイトクラブの用途に供する部分の

床面積の合計 

道路に接する長
さ 

２００平方メートルを超え３００平方メートル以内のもの ３メートル 

３００平方メートルを超え６００平方メートル以内のもの ４メートル 

６００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの ５メートル 

 （避難上有効な出口） 

第１２条 学校，体育館，病院，診療所，ホテル，旅館，共同住宅，長屋，寄宿舎，

下宿又は児童福祉施設等（以下「学校等」という。）の用途に供する建築物の避

難上有効な出口（屋外階段又はこれに代わる施設からの出口を含む。以下同

じ。）は，道路に面して設けなければならない。ただし，次の各号のいずれかに

該当する場合は，この限りでない。 

 （１） 学校等の用途に供する部分の床面積の合計の区分に応じて，次の表に定め

る幅員以上の避難上有効な出口から道路に通ずる敷地内の通路（安全上支障が

ないものに限る。）を設ける場合 

学校等の用途に供する部分の床面積の合計 敷地内通路の幅員 

２００平方メートル以内のもの １.５メートル 

２００平方メートルを超え３００平方メートル以内
のもの 

２メートル 

３００平方メートルを超え６００平方メートル以内
のもの 

２.５メートル 

６００平方メートルを超えるもの ３メートル 

 備考 この表の規定にかかわらず，避難上有効な出口が屋外階段に代わる施
設からの出口である場合は，敷地内通路の幅員は１.５メートルであれば
足りるものとする。 

 （２） 周囲に公園，広場その他の空地がある場合 

２ 政令第１１７条第２項第１号及び第２号に規定する部分（以下「区画部分」と

いう。）には，当該区画部分をそれぞれ別の建築物とみなし，前項の規定を適用

する。ただし，区画部分の避難上有効な出口から道路に通ずる敷地内の通路のう

ちそれぞれの区画部分の共用の部分の幅員については，共用に係る区画部分を１

の建築物とみなして前項第１号の規定を適用する。 

第２節 学校 

（教室等の設置の禁止） 
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第１３条 特別支援学校においては，教室その他児童又は生徒が使用する居室は，

４階以上の階に設けてはならない。 

（教室等の出口） 

第１４条 小学校，中学校，中等教育学校（前期課程に限る。），義務教育学校，

特別支援学校又は幼稚園の用途に供する建築物の教室その他幼児，児童又は生徒

が使用する居室で，床面積が５０平方メートルを超えるものは，廊下，広間の類

又は屋外に直接通ずる出口を２以上設けなければならない。 

（廊下の幅） 

第１５条 特別支援学校の児童若しくは生徒又は幼稚園の幼児が使用する廊下の幅

は，次の各号に掲げる場合の区分に応じそれぞれ当該各号に定める数値以上とし

なければならない。 

 （１） 両側に幼児，児童又は生徒が使用する居室がある廊下における場合 １．６

メートル 

 （２） その他の廊下における場合 １．２メートル 

（階段） 

第１６条 特別支援学校の児童若しくは生徒又は幼稚園の幼児が使用する階段及び

その踊場の幅は１４０センチメートル以上，階段のけあげは１６センチメートル

以下，踏面は２６センチメートル以上としなければならない。ただし，階段の両

側に手すりを設け，かつ，踏面の表面を粗面とし，又は滑りにくい材料で仕上げ

たものとした場合にあっては，階段のけあげを１８センチメートル以下とするこ

とができる。 

（木造の校舎と隣地境界との距離） 

第１７条 学校の用途に供する建築物（その主要構造部の法第２１条第１項の政令

で定める部分が木材，プラスチックその他の可燃材料で造られたもの（以下「木

造建築物等」という。）に限り，耐火建築物，準耐火建築物，法第２７条第１項

の規定に適合する特殊建築物を除く。）にあっては，その主要な建築物の外壁と

隣地境界線との距離は，３メートル以上としなければならない。ただし，市長が

その規模，構造又は周囲の状況により避難上及び消火上支障がないと認めて許可

した場合は，この限りでない。 

第３節 病院，診療所，共同住宅，寄宿舎，下宿，長屋及び児童福祉施設
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等 

（設置の禁止） 

第１８条 病院，診療所，共同住宅，寄宿舎，下宿又は長屋の用途に供する建築物

で，それらの用途に供する部分の床面積の合計が１００平方メートルを超えるも

のは，次の各号のいずれかに掲げる建築物で，その用途に供する部分の主要構造

部が政令第１１２条第１項に規定する１時間準耐火基準（以下「１時間準耐火基

準」という。）に適合する準耐火構造でないものの上階に設けてはならない。 

 （１） 劇場，映画館，演芸場，観覧場，マーケット若しくは公衆浴場の用途に供

する建築物又は法別表第２（と）項第４号に規定する建築物 

 （２） 公会堂，集会場，展示場，キャバレー，ナイトクラブ，バー，ダンスホー

ル，遊技場又は倉庫（不燃性の物品を貯蔵するものを除く。）の用途に供する

建築物で，その用途に供する部分の床面積の合計が１００平方メートルを超え

るもの 

 （３） 物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物で，その用途に供

する部分の床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの 

（床等の構造） 

第１９条 共同住宅，寄宿舎，下宿，長屋（重ね建て長屋に限る。）又は児童福祉

施設等の用途に供する建築物で，２階におけるその用途に供する部分の床面積の

合計が１００平方メートルを超えるものは，２階の床を準耐火構造とし，又はそ

の直下の天井（回り縁その他これに類する部分を除く。）の仕上げを準不燃材料

でしなければならない。 

２ 前項の建築物で，その階段が準耐火構造でないものにあっては，その階段裏の

仕上げを準不燃材料でしなければならない。ただし，政令第２７条の階段につい

ては，この限りでない。 

（廊下の幅） 

第２０条 診療所，寄宿舎，下宿又は児童福祉施設等の用途に供する階で，その階

における居室（診療所にあっては病室，寄宿舎にあっては寝室，児童福祉施設等

にあっては寝室及び幼児，児童又は生徒が使用する居室，下宿にあっては宿泊室

をいう。以下この条及び次条において同じ。）の床面積の合計が１００平方メー

トルを超えるものの共用の廊下の幅は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該
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各号に定める数値以上としなければならない。 

 （１） 両側に居室がある廊下における場合 １．６メートル 

 （２） その他の廊下における場合 １．２メートル 

（階段） 

第２１条 病院，共同住宅の用途に供する建築物の政令第１１９条の規定の適用を

受ける廊下又は診療所，寄宿舎，下宿若しくは児童福祉施設等の前条の規定の適

用を受ける廊下から避難階又は地上に通ずる直通階段のうち１以上の階段及びそ

の踊場の幅は，９０センチメートル以上としなければならない。 

２ 児童福祉施設に設ける階段で前項の規定の適用を受けるもの及び幼児，児童又

は生徒が通常使用する階段のけあげは１６センチメートル以下，踏面は２６セン

チメートル以上としなければならない。 

３ 共同住宅又は寄宿舎の用途に供する建築物（高齢者，障がい者等の就寝を伴う

用途に供するものとして市長が別に定めるものに限る。）で避難階以外の階にお

ける居室の床面積の合計が５０平方メートル（主要構造部が準耐火構造又は政令

第１０９条の３第２号に該当する構造とした建築物にあっては，１００平方メー

トル）を超えるものについては，その階から避難階又は地上に通ずる２以上の直

通階段を設けなければならない。 

４ 共同住宅若しくは寄宿舎の用途に供する建築物（前項の規定の適用を受けるも

のを除く。）又は下宿の用途に供する建築物で避難階以外の階における居室の床

面積の合計が５０平方メートル（主要構造部が準耐火構造又は政令第１０９条の

３第２号に該当する構造とした建築物にあっては，１００平方メートル）を超え

るものについては，その階から避難階又は地上に通ずる２以上の直通階段又はこ

れに代わる施設を設けなければならない。 

（居室） 

第２２条 共同住宅又は長屋の各戸においては，その居室のうち１以上の床面積を

７平方メートル以上としなければならない。 

２ 寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室の床面積は，７平方メートル以上としなければ

ならない。ただし，当該寝室又は宿泊室が１人専用のものである場合には，その

床面積を５平方メートル以上とすることができる。 

３ 共同住宅，寄宿舎，下宿又は長屋の用途に供する建築物には，居住又は就寝の
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ための棚状の部分（以下「棚状寝所」という。）を設けてはならない。ただし，

１人専用に区画され避難上支障がないものについては，この限りでない。 

（長屋の構造等） 

第２３条 ３階を長屋の用途に供する建築物は，耐火建築物又は１時間準耐火基準

に適合する準耐火構造とした準耐火建築物で，準防火地域の区域内にあるものに

あっては次に掲げる基準に，防火地域及び準防火地域以外の区域内にあるものに

あっては第１号及び第２号に掲げる基準に適合するものとし，４階以上の階を長

屋の用途に供する建築物は，耐火建築物としなければならない。ただし，それら

の建築物のうち重ね建て長屋の用途に供する部分のない建築物で，準耐火建築物

であるもの又は政令第１３６条の２の技術的基準に適合するものについては，こ

の限りでない。 

 （１） 長屋の各戸に避難上有効なバルコニーその他これに類するものが設けられ

ていること。ただし，各戸から地上に通ずる主たる廊下，階段その他の通路が

直接外気に開放されたものであり，かつ，各戸の当該通路に面する開口部に法

第２条第９号の２ロに規定する防火設備が設けられている場合においては，こ

の限りでない。 

 （２） 建築物の周囲（開口部（居室に設けられたものに限る。）がある外壁に面

する部分に限り，道に接する部分を除く。）に幅員が３メートル以上の通路

（敷地の接する道まで達するものに限る。）が設けられていること。ただし，

次に掲げる基準に適合しているものについては，この限りでない。 

ア 各戸に避難上有効なバルコニーその他これに類するものが設けられている

こと。 

イ 各戸から地上に通ずる主たる廊下，階段その他の通路が直接外気に開放さ

れたものであり，かつ，各戸の当該通路に面する開口部に法第２条第９号の

２ロに規定する防火設備が設けられていること。 

ウ 政令第１２９条の２の３第１項第１号ハ（２）に掲げる基準に適合している

こと。 

 （３） ３階の各戸（各戸の階数が２以上であるものにあっては２階以下の階の部

分を含む。）の外壁の開口部及び当該各戸以外の部分に面する開口部（外壁の

開口部又は直接外気に開放された廊下，階段その他の通路に面する開口部にあ
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っては，当該開口部から９０センチメートル未満の部分に当該各戸以外の部分

の開口部がないもの又は当該各戸以外の部分の開口部と５０センチメートル以

上突出したひさし等（ひさし，そで壁その他これらに類するもので，その構造

が，政令第１２９条の２の３第１項第１号ハ（２）に規定する構造であるものを

いう。）で防火上有効に遮られているものを除く。）に法第２条第９号の２ロ

に規定する防火設備が設けられていること。 

２ 長屋の用途に供する部分の床面積の合計が６００平方メートル以上の建築物は，

耐火建築物又は準耐火建築物としなければならない。 

３ 長屋の各戸の界壁の長さは，２．７メートル以上としなければならない。 

４ 長屋の各戸は，直接外気に接する開口部を２面以上の外壁に設けなければなら

ない。 

５ 長屋の用途に供する建築物のうち，次の各号のいずれかに該当するものは，避

難階以外の階の各戸から避難階又は地上に通ずる２以上の直通階段又はこれに代

わる施設を設けなければならない。 

 （１） 木造建築物等で避難階以外の階における居室の床面積の合計が５０平方メ

ートルを超えるもの。 

 （２） 主要構造部が不燃材料で造られている建築物（耐火建築物，準耐火建築物

及び法第２７条第１項に規定する特殊建築物を除く。）で避難階以外の階にお

ける居室の床面積の合計が１００平方メートルを超えるもの 

第４節 ホテル及び旅館 

（構造） 

第２４条 法第２２条第１項の規定により指定された市街地の区域又は準防火地域

内にあるホテル又は旅館の用途に供する建築物で，２階におけるそれらの用途に

供する部分の床面積の合計が６００平方メートル以上のものは，耐火建築物又は

１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした準耐火建築物としなければならな

い。 

２ 法第２２条第１項の規定により指定された市街地の区域内にあるホテル又は旅

館の用途に供する木造建築物等で，階数が２であり，かつ，その用途に供する部

分の床面積の合計が４００平方メートルを超えるものは，その外壁及び軒裏で延

焼のおそれのある部分を防火構造としなければならない。 
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３ 建築物の一部が前項の規定に該当する場合においては，政令第１１２条第１２

項の規定を準用する。 

（廊下及び階段） 

第２５条 ホテル又は旅館の用途に供する建築物の宿泊室の床面積の合計が１００

平方メートルを超える階における客用の廊下の幅は，次の各号に掲げる場合の区

分に応じ当該各号に定める数値以上としなければならない。ただし，床面積の合

計が３０平方メートル以下の室に通ずる専用の廊下における場合については，こ

の限りでない。 

 （１） 両側に居室がある廊下における場合 １．６メートル 

 （２） その他の廊下における場合 １．２メートル 

２ 前項の階における客用の廊下から避難階又は地上に通ずる客用の直通階段のう

ち１以上の直通階段の幅は，１．２メートル（屋外に設けるものにあっては， 

９０センチメートル）以上としなければならない。 

（棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造） 

第２６条 ホテル又は旅館の用途に供する建築物で，棚状寝所を有する宿泊室の床

面積の合計が１５０平方メートルを超えるものは，主要構造部を１時間準耐火基

準に適合する準耐火構造としなければならない。 

２ ホテル又は旅館の用途に供する木造建築物等には，床面積の合計が７５平方メ

ートルを超える棚状寝所を有する宿泊室を２階に設けてはならない。 

３ 前２項の規定は，棚状寝所が１人専用に区画され，避難上支障がないものにつ

いては，適用しない。 

（棚状寝所の宿泊室） 

第２７条 ホテル又は旅館の棚状寝所を有する宿泊室の構造は，次に定めるところ

によらなければならない。 

 （１） 居住又は就寝のための場所は，２段以下とすること。 

 （２） 室内には，宿泊室の床面積の１０分の３以上の床面積を有する通路を設け

ること。 

 （３） 前号の通路（次号において「室内通路」という。）は，幅７５センチメー

トル以上とし，室外への出口に通じさせること。 

 （４） 居住又は就寝のための場所は，室内通路に接し，その奥行きは，３メート
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ル以下とすること。 

    第５節 大規模店舗及びマーケット 

（敷地と道路との関係） 

第２８条 大規模店舗（物品販売業を営む店舗であって，その用途に供する部分

（展示場その他多人数の集まる居室を含む。）の床面積の合計が１，０００平方

メートルを超えるものをいう。以下この節において同じ。）又はマーケット（そ

の用途に供する部分の床面積の合計が１,０００平方メートルを超えるものに限

る。以下この節において同じ。）の用途に供する建築物の敷地は，次の表の左欄

に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定める幅員の道路に１箇所で敷地の

外周の長さの７分の１以上接し，かつ，その接する部分に主要な出口を設けたも

のでなければならない。 

大規模店舗又はマーケットの用途に供する部分の床面積の

合計 

道路の幅員 

１，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内の
もの 

６メートル以上 

２，０００平方メートルを超え３，０００平方メートル以内の
もの 

８メートル以上 

３，０００平方メートルを超えるもの １１メートル以上 

２ 前項の規定は，次の各号のいずれにも該当する場合には適用しない。 

 （１） 大規模店舗又はマーケットの用途に供する建築物の敷地が，次の表の左欄

に掲げる区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定める幅員の２以上の道路に敷地

の外周の長さの３分の１以上が接し，かつ，そのうち１の道路が同表の中欄に

定める幅員であって，当該道路に１箇所で敷地の外周の長さの６分の１以上接

する場合 

大規模店舗又はマーケットの用途に供する部
分の床面積の合計 

道路の幅員 

１の道路 他の道路 

１，０００平方メートルを超え２，０００平方メ

ートル以内のもの 

５メートル以上 ４メートル以上 

２，０００平方メートルを超え３，０００平方メ

ートル以内のもの 

６メートル以上 ５メートル以上 

３，０００平方メートルを超えるもの ８メートル以上 ６メートル以上 

 （２） 前号の表の右欄に定める幅員の２以上の道路（そのうち１の道路は同表の
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中欄に定める幅員のものとする。）に接する部分にそれぞれ敷地からの出口を

設け，かつ，そのうち主要なものが同表の中欄に規定する幅員の道路に接する

部分に設けられている場合 

 （３） 建築物の客用の屋外への出口が，第１号の表の右欄に規定する幅員の２以

上の道路に面する場合 

３ 第１項の規定は，その敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で，

市長が安全上支障がないと認めて許可したものについては，適用しない。 

（大規模店舗の屋外への出口等） 

第２９条 大規模店舗の用途に供する建築物の避難階においては，避難階段又は特

別避難階段から屋外に直接通ずる出口を設けなければならない。ただし，次の各

号のいずれかに該当する場合は，この限りでない。 

 （１） 階段から屋外への出口のうち１以上の出口に至る歩行距離が２０メートル

以下である場合において，避難階にスプリンクラー設備，水噴霧消火設備その

他これらに類するもので自動式のもの及び政令第１２６条の３の規定に適合す

る排煙設備を設けた場合 

 （２） 階段から屋外への出口のうち１以上の出口に至る通路部分を準耐火構造の

壁又は法第２条第９号の２ロに規定する防火設備（政令第１１２条第１４項第

２号の規定に適合するものに限る。）で区画した場合 

２ 大規模店舗の用途に供する建築物の避難階に設ける客用の屋外への出口の幅の

合計は，その用途に供する部分の床面積が最大の階における床面積１００平方メ

ートルにつき６０センチメートルの割合で計算した数値以上としなければならな

い。 

３ 第１項第２号に規定する準耐火構造の壁で区画する場合には，政令第１１２条

第１５項及び第１６項の規定を準用する。 

（大規模店舗の前面空地） 

第３０条 大規模店舗の用途に供する建築物の客用の屋外への出口には，次に掲げ

る条件に該当する通行上及び避難上有効な前面空地を設けなければならない。 

 （１） 間口（空地の幅をいう。以下同じ。）は，当該出口等の幅（屋外階段にあ

っては，その幅の２分の１）の２倍以上とすること。 

 （２） 奥行きは当該出口等の幅の２分の１以上（その数値が１メートル未満とな
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る場合は１メートル以上）とすること。 

２ 前項の前面空地には，次に掲げる条件に該当する構造の歩廊，ポーチその他こ

れらに類する建築物又はその部分を設けることができる。 

 （１） 内法
のり

の高さは，３メートル以上とすること。 

 （２） 主要構造部は，耐火構造とし，又は不燃材料で造ること。 

 （３） 通行上支障がある位置に柱，壁その他これらに類するものを設けないこと。 

 （４） 外気に有効に開放されていること。 

 （大規模店舗の敷地内通路） 

第３１条 大規模店舗の用途に供する建築物の敷地内には，避難階に設ける客用の

屋外への出口から道路又は公園，広場その他の空地に通ずる通路を設けなければ

ならない。 

２ 前項の通路の幅員は，大規模店舗の用途に供する部分の床面積の合計が最大の

階の数値に応じ，次の表に定める幅員以上としなければならない。 

大規模店舗の用途に供する部分の床面積の合計が最大の階の床

面積 

敷地内通路の

幅員 

５００平方メートル以内のもの １．５メートル 

５００平方メートルを超え，１，５００平方メートル以内のもの ２．０メートル 

１，５００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のも

の 

３．０メートル 

３，０００平方メートルを超えるもの ４．０メートル 

 （大規模店舗の屋上広場） 

第３２条 大規模店舗の用途に供する建築物に設ける避難の用に供することができ

る屋上広場には，避難に支障となる建築設備，工作物その他これらに類するもの

を設けてはならない。 

 （マーケットの屋内通路及び通路） 

第３３条 マーケットの用途に供する建築物で両側に構えのある屋内通路は，その

幅員を２．５メートル以上とし，２以上の出口に通じさせなければならない。 

２ マーケットの用途に供する建築物の敷地内には，前項の出口から道路又は公園，

広場その他の空地に通ずる幅員が１．５メートル以上の通路を設けなければなら

ない。 

 （マーケットの売場に附属する住宅） 
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第３４条 マーケットの用途に供する木造の建築物に住戸を設ける場合には，次に

定めるところによらなければならない。 

 （１） 各戸は屋外に直接面すること。 

 （２） ２階に設ける各戸は，背合わせとしないこと。 

 （３） 各戸専用の屋外に通ずる出口（屋外階段を含む。次号において同じ。）を

設けること。 

 （４） 敷地内には，前号の出口から道路又は公園，広場その他の空地に通ずる幅

員１．５メートル以上の通路を設けること。 

２ マーケットの用途に供する建築物に住戸を設ける場合には，その住戸の部分を

共同住宅の用途に供する建築物とみなして，第１８条並びに第２２条第１項及び

第３項の規定を適用する。 

    第６節 興行場等 

 （敷地と道路との関係） 

第３５条 劇場，映画館，演芸場，観覧場，公会堂又は集会場（以下この節におい

て「興行場等」という。）の用途に供する建築物（その用途に供する部分の客席

の床面積（集会場にあっては，当該客席の床面積の２分の１に相当する床面積を

いう。以下この節において同じ。）の合計が２００平方メートルを超えるものに

限る。次項において同じ。）の敷地は，次の表の左欄に掲げる客席の床面積の合

計の区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定める幅員の道路に１箇所で敷地の外周

の長さの７分の１以上接し，かつ，その接する部分に主要な出口を設けたもので

なければならない。 

客席の床面積の合計 道路の幅員 

２００平方メートルを超え３００平方メートル以内のもの ６メートル以上 

３００平方メートルを超え６００平方メートル以内のもの ８メートル以上 

６００平方メートルを超えるもの １１メートル以上 

２ 前項の規定は，次の各号のいずれにも該当する場合には適用しない。 

 （１） 興行場等の用途に供する建築物の敷地が，次の表の左欄に掲げる区分に応

じ，それぞれ同表の右欄に定める幅員の２以上の道路に敷地の外周の長さの３

分の１以上接し，かつ，そのうち１の道路が同表の中欄に定める幅員であって，

当該道路に１箇所で敷地の外周の長さの６分の１以上接する場合 
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客席の床面積の合計 
道路の幅員 

１の道路 他の道路 

２００平方メートルを超え３００平方メート

ル以内のもの 

５メートル以上 ４メートル以上 

３００平方メートルを超え６００平方メート

ル以内のもの 

６メートル以上 ５メートル以上 

６００平方メートルを超えるもの ８メートル以上 ６メートル以上 

 （２） 前号の表の右欄に定める幅員の２以上の道路（そのうち１の道路は同表の

中欄に定める幅員のものとする。）に接する部分にそれぞれ敷地からの出口を

設け，かつ，そのうち主要なものが同表の中欄に規定する幅員の道路に接する

部分に設けられている場合 

 （３） 建築物の客用の屋外への出口が，第１号の表の右欄に規定する幅員の２以

上の道路に面する場合 

３ 建築物内にある２以上の興行場等が，それぞれ耐火構造とした床若しくは壁又

は政令第１１２条第１４項第２号の規定に適合する特定防火設備で区画され，か

つ，それらの客用の屋外への主要な出口がそれぞれ近接しない位置において異な

る道路に面する場合においては，それぞれの興行場等について前２項並びに次条，

第３７条及び第３９条の規定を適用する。 

４ 第１項（前項の規定により適用を受ける場合を含む。）の規定は，その敷地の

周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で，市長が安全上支障がないと認

めて許可したものについては，適用しない。 

 （前面空地） 

第３６条 興行場等の用途に供する建築物の客用の屋外への主要な出口には，次に

掲げる条件に該当する通行上及び避難上有効な前面空地を設けなければならない。 

 （１） 間口は，当該出口等の幅（屋外階段にあっては，その幅の２分の１）の２

倍以上とすること。 

 （２） 奥行きは当該出口等の幅の２分の１以上（その数値が１メートル未満とな

る場合は１メートル以上）とすること。 

２ 前項の前面空地には，次に掲げる条件に該当する構造の歩廊，ポーチその他こ

れらに類する建築物又はその部分を設けることができる。 

 （１） 内法
のり

の高さは，３メートル以上とすること。 
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 （２） 主要構造部は，耐火構造とし，又は不燃材料で造ること。 

 （３） 通行上支障がある位置に柱，壁その他これらに類するものを設けないもの

とすること。 

 （４） 外気に有効に開放されていること。 

３ 興行場等の用途に供する木造建築物等の外壁は，その長さの５分の３以上が幅

１．５メートル以上の空地に面していなければならない。 

 （屋外への出口） 

第３７条 興行場等の用途に供する建築物の客用の屋外への出口で，道路に面して

設けるものは，道路の境界線から１メートル以上後退して設けなければならない。 

２ 興行場等の客用の屋外への出口の幅は，１．２メートル以上とし，かつ，その

幅の合計は，その出口を使用して避難する客席の床面積が最大の階における客席

の床面積の合計１０平方メートルにつき，主要構造部（屋根を除く。）が耐火構

造の建築物にあっては１７センチメートル以上，その他のものにあっては２０セ

ンチメートル以上としなければならない。 

３ 第１項の出口には，段を設けてはならない。 

 （階段） 

第３８条 興行場等の用途に供する建築物の客用の階段には，回り段を設けてはな

らない。 

２ 興行場等の用途に供する建築物の客用の直通階段の幅の合計は，興行場等の直

上階以上の階（地階にあっては，当該階以下の階）のうち客席の床面積の合計が

最大の階における客席の床面積の合計１０平方メートルにつき，主要構造部（屋

根を除く。）が耐火構造の建築物にあっては１７センチメートル以上，その他の

ものにあっては２０センチメートル以上としなければならない。ただし，興行場

等以外の用途に供する部分がある場合においては，その直通階段の各階における

幅の合計は，それぞれの用途に供する部分について必要とされる幅の合計の和以

上としなければならない。 

 （敷地内通路） 

第３９条 興行場等の用途に供する建築物の敷地内には，避難階に設ける客用の屋

外への出口から道路又は公園，広場その他の空地に通ずる通路を設けなければな

らない。 
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２ 前項の通路の幅員は，その通路に通ずる客用の屋外への出口を使用する興行場

等の用途に供する部分の床面積の合計が最大の階における客席の床面積の合計に

応じ，次の表に定める幅員以上としなければならない。 

興行場等の用途に供する部分の床面積の合計が最大の階

における客席の床面積の合計 

敷地内通路の幅員 

５００平方メートル以内のもの １．５メートル 

５００平方メートルを超え，１，５００平方メートル以内

のもの 

２．０メートル 

１，５００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以

内のもの 

３．０メートル 

３，０００平方メートルを超えるもの ４．０メートル 

３ 第１項の通路には，３段以下の段を設けてはならない。 

４ 主要構造部（屋根を除く。）が耐火構造である興行場等は，第１項の通路に相

当する部分に次に掲げる条件に該当する構造の歩廊を設けることができる。 

 （１） 内法
のり

の高さは，３メートル以上とすること。 

 （２） 主要構造部は，耐火構造とし，又は不燃材料で造ること。 

 （３） 通行上支障がある位置に柱，壁その他これらに類するものを設けないもの

とすること。 

 （４） 外気に有効に開放されていること。 

 （廊下及び広間の類） 

第４０条 劇場，映画館，演芸場，観覧場又は公会堂の用途に供する建築物の各階

には，客席の両側及び後方に廊下又は広間の類を設けなければならない。ただし，

次に掲げる場合は，この限りでない。 

 （１） 客席からずい道を設け，廊下又は広間の類に通じている場合において，避

難上支障がない場合 

 （２） 客席が避難階にあり，かつ，客席の側面に設ける出口が直接道路，公園，

通路（幅員が３メートル以上のものに限る。）その他避難上安全な場所に面し

ている場合 

２ 前項本文の規定にかかわらず，その階における客席の床面積の合計が１５０平

方メートル以内（主要構造部（屋根を除く。）が耐火構造であるものにあっては，

３００平方メートル以内）である場合においては，同項に規定する客席の両側に

設ける廊下又は広間の類は，片側とすることができる。 
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３ 集会場の用途に供する建築物の各階には，客席の片側又は後方に廊下又は広間

の類を設けなければならない。ただし，第１項各号に規定する場合に該当すると

きは，この限りでない。 

４ 第１項及び第３項の廊下又は広間の類は，客席と混用されないように壁で客席

と区画しなければならない。 

５ 興行場等の客用の廊下，広間の類及びこれらに通ずる出口の戸の構造は，次に

定めるところによらなければならない。 

 （１） 廊下を使用する客席の床面積の合計が２００平方メートル以内である場合

においては，当該廊下の幅を１．２メートル以上とすること。 

 （２） 廊下を使用する客席の床面積の合計が２００平方メートルを超え３００平

方メートル以内である場合においては，当該廊下の幅を１．３メートル以上と

すること。 

 （３） 廊下を使用する客席の床面積の合計が３００平方メートルを超える場合に

おいては，当該廊下の幅を，１．３メートルに３００平方メートルを超える客

席の床面積６０平方メートルまたは６０平方メートルに満たない端数を増すご

とに１０センチメートルを加えた数値以上とすること。 

 （４） 廊下及び広間の類には，３段以下の段を設けないこと。 

 （５） 廊下及び広間の類の勾配は１０分の１（滑り止めを設けた場合は，８分の

１）以下とすること。 

 （６） 廊下及び広間の類は，避難階若しくは地上に通ずる直通階段又は屋外への

出口に通ずること。 

 （７） 客席から廊下又は広間の類に通ずる出口の戸は，開閉する場合において，

当該廊下又は広間の類の幅の２分の１以上を有効に保持することができるもの

とすること。 

 （客席の構造） 

第４１条 興行場等の客席の構造は，次に定めるところによらなければならない。 

 （１） 主階より上の階の客席の前面には，堅固な手すり壁の類を設けること。 

 （２） 客席の段床（段の高さが５０センチメートル以上の段床に限る。）には，

客席の前面に高さ７５センチメートル以上の手すりを設けること。 

２ 興行場等の客席内の通路には，段を設けてはならない。ただし，段床を縦断す
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る通路及び客席の構造上，段を設けることがやむを得ないと認められる通路（避

難上支障がない部分に限る。）については，この限りでない。 

３ 前項ただし書の規定により段を設ける場合は，けあげは１８センチメートル以

下，踏面は２６センチメートル以上としなければならない。 

４ 第２項ただし書の通路で高低の差が３メートルを超えるもの（階段の勾配が５

分の１以下であるものを除く。）については，高さ３メートル以内ごとに，これ

に通ずる横通路又は幅１メートル以上のずい道を設け，これを廊下，広間の類又

は階段に通じさせなければならない。 

５ 興行場等の客席内の通路の勾配は，１０分の１（滑り止めを設けた場合は，８

分の１）を超えてはならない。 

 （客席の出口） 

第４２条 興行場等の客席から廊下又は広間の類に通ずる出口には，段を設けては

ならない。 

２ 前項の出口の幅は，当該出口に通ずる客席内の通路の幅（その幅が１メートル

に満たない場合は，１メートル）以上とし，かつ，その幅の合計は，その出口を

使用して避難する客席の床面積の合計１０平方メートルにつき，主要構造部（屋

根を除く。）が耐火構造の建築物にあっては１７センチメートル以上，その他の

ものにあっては２０センチメートル以上としなければならない。 

３ 第１項の出口を２以上設ける場合においては，互いに近接した位置に設けては

ならない。 

４ いす席が床に定着していない場合においては，第１項の出口の数は，次の表の

左欄に掲げる区画された客席の床面積の区分に応じ，それぞれ同表の右欄に定め

る数以上としなければならない。 

区画された客席の床面積 出口の数 

３０平方メートル以内のもの １ 

３０平方メートルを超え２００平方メートル以内のもの ２ 

２００平方メートルを超え３００平方メートル以内のもの ３ 

３００平方メートルを超え６００平方メートル以内のもの ４ 

６００平方メートルを超えるもの ５ 

 （舞台の構造） 
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第４３条 興行場等の用途に供する建築物で，舞台の床面積が２００平方メートル

を超えるものにあっては，その舞台とこれに附属する各室との隔壁は，準耐火構

造としなければならない。 

２ 前項の舞台の上部及び下部には，楽屋，控室，道具部屋その他これらに類する

ものを設けてはならない。ただし，舞台の下部で防火上安全な構造とした部分に

ついては，この限りでない。 

（主階が避難階以外の階にある興行場等） 

第４４条 避難階以外の階に主階がある興行場等の用途に供する建築物の構造は，

次に定めるところによらなければならない。 

 （１） 建築物の２階から４階までの階又は地階に興行場等の主階を設ける場合に

おいては，その階から避難階又は地上に通ずる直通階段の１以上を政令第  

１２３条の規定による避難階段又は特別避難階段とすること。 

 （２） 建築物の地階に主階を設ける場合においては，客席の床面積の合計は，２００                                  

平方メートル以内とし，かつ，客席の床面は，地盤面下６メートル以内とする

こと。 

 （３） 建築物の５階以上の階に主階を設ける場合においては，避難の用に供する

ことができる屋上広場を設けること。 

 （４） 前号に規定する屋上広場を設ける場合においては，主階のある階及び屋上

広場に通ずる２以上の直通階段を設け，これを政令第１２３条の規定による避

難階段又は特別避難階段とすること。 

２ 前項第３号の屋上広場には，避難に支障となる建築設備，工作物その他これら

に類するものを設けてはならない。 

３ 避難階以外の階に主階がある公会堂又は集会場の用途に供する建築物は，耐火

建築物としなければならない。 

 （制限の緩和） 

第４５条 この節の規定は，興行場等の用途に供する建築物で，市長が周囲の状況

又はその規模，配置により安全上，防火上及び避難上支障がないと認めて藤沢市

建築審査会（以下「審査会」という。）の同意を得て許可したものについては，

適用しない。 

    第７節 遊技場 



- 63 - 

 （居室の廊下の幅） 

第４６条 次の各号のいずれかに該当し，周囲を壁，天井，戸等により区画された

専ら遊興の用に供する小規模な居室（以下この節において「個室」という。)を

有する遊技場（以下この節において「個室ビデオ店等」という。）の用途に供す

る建築物（その用途に供する部分の床面積の合計が１００平方メートル以内のも

のを除く。以下この節において同じ。）で，その階における居室の床面積の合計

が１００平方メートルを超えるものの個室に面する廊下（政令第１１９条の表に

規定するものを除く。）の幅は，その両側に個室がある場合においては１．２メ

ートル以上，その他の場合においては９０センチメートル以上としなければなら

ない。 

 （１） フィルム若しくはビデオテープ，ビデオディスクその他電磁的記録（電子

的方式，磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録をいう。）に係る記録媒体又は電気通信設備を利用させて映像を

見せる役務を提供する業務を営む店舗 

 （２） カラオケボックス 

 （３） インターネットを利用させ，又は漫画等を閲覧させる役務を提供する業務

を営む店舗 

 （４） 店舗型電話異性紹介営業その他これに類する営業を営む店舗 

 （５） その他これらに類するものとして規則で定めるもの 

 （直通階段） 

第４７条 個室ビデオ店等の用途に供する建築物は，その用途に供する階（避難階

を除く。）に個室を有する場合においては，その階から避難階又は地上に通ずる

２以上の直通階段を設けなければならない。ただし，その用途に供する階が５階

以下の階で，その階における居室の床面積の合計が５０平方メートルを超えず，

かつ，その階に避難上有効なバルコニー，屋外通路その他これらに類するもの及

びその階から避難階又は地上に通ずる直通階段で政令第１２３条第２項又は第３

項の規定に適合するものが設けられているもの並びに避難階の直上階又は直下階

である５階以下の階でその階の居室の床面積の合計が５０平方メートルを超えな

いものについては，この限りでない。 

２ 主要構造部が準耐火構造であるか，又は不燃材料で造られている場合における
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前項ただし書の規定の適用については，同項ただし書中「５０平方メートル」と

あるのは，「１００平方メートル」とする。 

３ 第１項本文の規定により避難階又は地上に通ずる２以上の直通階段を設ける場

合において，個室ビデオ店等の用途に供する居室の各部分から各直通階段に至る

通常の歩行経路のすべてに共通の重複区間がある場合における当該重複区間の長

さは，政令第１２０条に規定する歩行距離の数値の２分の１を超えてはならない。

ただし，当該居室の各部分から，当該重複区間を経由しないで，避難上有効なバ

ルコニー，屋外通路その他これらに類するものに避難することができる場合は，

この限りでない。 

 （客用の出口） 

第４８条 個室ビデオ店等の用途に供する建築物で，その用途に供する階に個室を

有する場合においては，その階における構えには，廊下若しくは広間の類又は階

段（当該構えが避難階にある場合にあっては，廊下若しくは広間の類又は屋外）

に通ずる２以上の客用の出口を設けなければならない。 

２ 前項の規定により設ける廊下又は広間の類に通ずる客用の出口に戸を設ける場

合は，引き戸又は開放した場合において自動的に閉鎖する構造である外開きの戸

としなければならない。 

    第８節 公衆浴場 

 （火たき場等の構造） 

第４９条 公衆浴場の火たき場の構造は，次に定めるところによらなければならな

い。 

 （１） 周壁，天井（天井がない場合にあっては，屋根）及び床を耐火構造（天井

にあっては，政令第１０７条第１号又は第２号の規定のうち床に関する規定に

適合する構造）とすること。 

 （２） 開口部には，政令第１１２条第１４項第１号の規定に適合する特定防火設

備を設けること。 

 （３） 天井の高さは，２.１メートル以上とすること。 

２ 公衆浴場の燃料倉庫及び灰捨場は，周壁を不燃材料で造り，開口部には不燃材

料で造られた戸を設けなければならない。 

    第９節 自動車車庫及び自動車修理工場 
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（敷地と道路との関係） 

第５０条 自動車車庫又は自動車修理工場（それらの用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル以内のものを除く。以下この節において「自動車車庫

等」という。）の用途に供する建築物の敷地は，次の表の左欄に掲げる区分に応

じ，それぞれ同表の右欄に定める長さ以上道路に接しなければならない。ただし，

その敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で市長が安全上支障が

ないと認めて許可したものについては，この限りでない。 

自動車車庫等の用途に供する部分の床面積 道路に接する長さ 

５０平方メートルを超え１５０平方メートル以内のもの ４メートル 

１５０平方メートルを超えるもの ６メートル 

（自動車用の出口） 

第５１条 自動車車庫等の敷地の自動車用の出口は，次の各号のいずれかに該当す

る道路に面する部分に設けてはならない。 

 （１） 幅員６メートル未満の道路 

 （２） 道路（幅員６メートル未満の道路を除く。）の交差点又は曲がり角（その

内角が１２０度を超えるものを除く。）から５メートル以内の当該道路 

 （３） 踏切から１０メートル以内の道路 

 （４） 縦断勾配が１２パーセントを超える道路 

２ 前項の規定にかかわらず，建築物に附属する自動車車庫（その用途に供する部

分の床面積が同一敷地内にある建築物の延べ面積の合計の２分の１以内のものに

限る。）が次の各号のいずれかに該当する場合においては，当該自動車車庫の敷

地の幅員６メートル未満の道路に面する部分に，自動車用の出口を設けることが

できるものとする。 

 （１） 自動車車庫の用途に供する部分の床面積が１５０平方メートル以内である

場合において，その敷地の自動車用の出口が幅員４メートル以上の道路（法第

４２条第２項の規定により指定された道と同項の規定により道路の境界線とみ

なされる線との間に存する敷地の部分を道路として築造しないものを除く。第

３号において同じ。）に面する場合 

 （２） 自動車車庫の用途に供する部分の床面積が３００平方メートル以内である

場合において，その敷地の自動車用の出口が幅員５メートル以上の道路に面す
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る場合 

 （３） 自動車車庫の用途に供する部分の床面積が１５０平方メートルを超える場

合において，その敷地の自動車用の出口が幅員４メートル以上の道路に面し，

かつ，敷地のうち当該道路に接する部分について６メートル以上の間口及び当

該道路を含む６メートル以上の奥行き（当該道路の当該敷地と反対側の境界線

（当該道路が法第４２条第２項の規定により指定された道である場合は，道の

当該敷地と反対側の境界線）からの水平距離をいう。）を有する空地を道路状

に築造する場合。ただし，その面する道路が同項の規定により指定された道で

ある場合には，自動車車庫の用途に供する部分の床面積の合計が３００平方メ

ートル以下のものに限るものとする。 

３ 建築物に附属する自動車車庫が２以上ある場合において，その敷地が２以上の

道路に接し，かつ，それぞれの自動車用の出口がそれぞれの道路に面する場合の

当該自動車車庫についての前項の規定の適用については，同項各号中「自動車車

庫」とあるのは「２以上の自動車車庫」と，「床面積」とあるのは「それぞれの

自動車車庫ごとの床面積」と，「自動車用の出口」とあるのは「自動車車庫ごと

の自動車用の出口」とする。 

４ 自動車車庫等の用途に供する建築物の自動車用の出口は，前面道路との境界線

（第２項第３号の適用を受けるものにあっては，当該空地の敷地側の境界線。次

項において同じ。）から１メートル以上後退して設けなければならない。 

５ 自動車車庫等の用途に供する部分の床面積の合計（建築物に車路を設け，当該

車路を貫通して自動車を敷地内に駐車させる場合においては，駐車台数１台につ

き１５平方メートルとした面積を自動車車庫等の用途に供する部分の床面積に加

えたものの合計）が５００平方メートルを超える場合は，前面道路との境界線か

ら２メートル後退した自動車用の通路の中心線において，道路の中心線に垂直に

向かって左右それぞれ６０度以上の範囲内において前面道路の通行の見通しがで

きる空地又は空間（内法
のり

の高さが２メートル以上のものに限る。）を有しなけれ

ばならない。 

６ 自動車を昇降させる設備を設ける自動車車庫等の用途に供する建築物における

当該設備の出入口は，幅及び奥行きがそれぞれ６メートル以上（長さ５メートル

以下の自動車を昇降させる設備にあっては，５．５メートル以上）の空地又は自
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動車用の車路に面して設けなければならない。 

７ 第１項及び前３項の規定は，市長が自動車車庫等の規模及び周囲の状況により

通行上及び安全上支障がないと認めて許可したもの並びに消防用自動車の車庫に

ついては，適用しない。 

（自動車車庫等の構造） 

第５２条 自動車車庫等の用途に供する部分が避難階にある建築物で，その用途に

供する部分の床面積が１００平方メートル以上１５０平方メートル未満のものは，

主要構造部を準耐火構造とし，又は主要構造部である柱及びはりを不燃材料で，

その他の主要構造部を準不燃材料で造らなければならない。 

２ 自動車車庫等の用途に供する建築物で，次の各号のいずれかに該当するものは，

耐火建築物又は１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした準耐火建築物とし

なければならない。 

 （１） 自動車を収容する部分が避難階以外の階にあるもの 

 （２） 自動車を収容する部分の上に２以上の階のあるもの 

 （３） 自動車を収容する部分のある階の直上階の床面積が１００平方メートル以

上のもの 

３ 前項の規定は，次の各号のいずれかに該当する自動車車庫等の用途に供する建

築物には適用しない。 

 （１） 自動車車庫等の自動車を収容する部分が避難階にあり，その部分の床面積

の合計が１００平方メートル未満で，かつ，その部分の主要構造部（直上階の

床を含む。）を１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とし，その他の部分と

１時間準耐火基準に適合する準耐火構造の床若しくは壁（貫通する管等を設け

るものについては，政令第１１２条第１５項及び第１６項に定めるところによ

るものに限る。）又は政令第１１２条第１４項第２号の規定に適合する特定防

火設備で区画したもの 

 （２） 階数が２以下の独立した自走式の自動車車庫で，次のアからオまでに掲げ

る基準のいずれにも適合するもの 

ア 主要構造部を準耐火構造又は政令第１０９条の３第２号の基準に適合する

構造とすること。 

イ 外周部を隣地境界線又は同一敷地内の他の建築物（以下「隣地境界線等」
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という。）から１メートル以上離すことができない場合は，外周部を隣地境

界線等から５０センチメートル以上離し，かつ，各階の外周部に準不燃材料

で造られた高さ１．５メートル以上の防火塀を設けること。 

ウ 外周部は，各階の天井面（外周部に垂れ壁，はりその他これらに類するも

のがある場合にあっては，それらの下端）から下方５０センチメートル以上

を常時直接外気に開放し，かつ，当該常時直接外気に開放している部分の面

積を各階の床面積の５パーセント以上とすること。 

エ 短辺の長さを５５メートル以内とすること。 

オ 外壁の開口部について防火設備を設けない構造とすること。 

 （一般構造設備） 

第５３条 自動車車庫等の用途に供する建築物又はその部分の構造又は設備は，次

に定めるところによらなければならない。 

 （１） 床が地盤面下にある場合においては，外気に通ずる適当な換気設備を設け

ること。 

 （２） 床及びピットは，耐水材料で造り，排水設備を設けること。 

 （３） 避難階以外の階にある場合においては，避難階若しくは地上に通ずる直通

階段又はこれに代わる設備を設けること。 

 （他の用途に供する部分との区画） 

第５４条 自動車車庫等の用途に供する部分と他の用途に供する部分との区画につ

いては，次に定めるところによらなければならない。 

 （１） 第５２条第２項の規定により耐火建築物又は１時間準耐火基準に適合する

準耐火構造とした準耐火建築物としなければならないものにあっては床又は壁

を１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とし，その開口部には政令第１１２

条第１４項第２号に適合する特定防火設備を設け，その他のものにあっては床

又は壁を準耐火構造とし，その開口部には法第２条第９号の２ロに規定する防

火設備（政令第１１２条第１４項第２号に適合するものに限る。）を設けるこ

と。 

 （２） 床及び天井には，特殊な用途に供するものでやむを得ないもののほか，開

口部を設けないこと。 

 （３） 他の用途に供する部分のために設ける避難用の出口は，自動車車庫等の内
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部に設けないこと。 

２ 前項第１号の規定により準耐火構造の床又は壁で区画する場合は，政令第  

１１２条第１５項及び第１６項の規定を準用する。 

（屋上を自動車の駐車の用に供する建築物） 

第５５条 建築物の屋上を自動車の駐車の用に供する場合においては，延焼のおそ

れのある部分への駐車を防止できる構造の車止め等を当該屋上に設けなければな

らない。ただし，政令第１０９条第２項の規定により防火設備とみなされるもの

を設けた部分については，この限りでない。 

２ 屋上を自動車の駐車の用に供する建築物又はその部分については，第５０条，

第５１条及び第５３条（第１号を除く。）の規定を準用する。 

    第１０節 適用の特例等 

（建築物の主要構造部等に関する制限の適用の特例） 

第５６条 主要構造部が政令第１０８条の３第１項第１号又は第２号に該当する建

築物（次項に規定する建築物を除く。）に係る第１８条，第１９条，第２６条第

１項，第２９条第１項第２号若しくは第３項，第３０条第２項第２号，第３５条

第３項，第３６条第２項第２号，第３７条第２項，第３８条第２項，第３９条第

４項，第４０条第２項，第４２条第２項，第４３条第１項，第４７条第２項，第

４９条第１項第１号，第５２条第１項，第３項第１号若しくは第２号，第５４条

第１項第１号若しくは第２項又は第５９条第２号の規定の適用については，当該

建築物の部分で主要構造部であるものの構造は，耐火構造とみなす。 

２ 主要構造部が政令第１０８条の３第１項第１号に該当する建築物（当該建築物

の主要構造部である床又は壁（外壁を除く。）の開口部に設けられた防火設備の

性能が防火区画検証法により確かめられたものに限る。）及び主要構造部が同条

第１項第２号に該当する建築物（当該建築物の主要構造部である床又は壁（外壁

を除く。）の開口部に設けられた防火設備の性能について，国土交通大臣の認定

を受けたものに限る。）に係る第２９条第１項第２号，第３５条第３項，第４９

条第１項第２号，第５２条第３項第１号，第５４条第１項第１号又は第５９条第

２号の規定の適用については，これらの建築物の部分で主要構造部であるものの

構造は耐火構造と，これらの防火設備の構造は特定防火設備とみなす。 

（避難上の安全の検証を行う建築物の階に対する基準の適用の除外） 
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第５７条 建築物の階のうち，当該階が階避難安全性能を有するものであることに

ついて，階避難安全検証法により確かめられたものについては，第２０条（寄宿

舎又は下宿の用に供する建築物の階について適用される場合に限る。），第２５

条第１項，第３３条第１項，第４０条（第５項第４号及び第５号を除く。），第

４２条（第１項を除く。）及び第４６条の規定は，適用しない。 

２ 建築物の階のうち，当該階が階避難安全性能を有するものであることについて，

国土交通大臣の認定を受けたものについては，第１５条，第２０条，第２５条第

１項，第３３条第１項，第４０条（第５項第４号及び第５号を除く。），第４２

条（第１項を除く。）及び第４６条の規定は，適用しない。 

（避難上の安全の検証を行う建築物に対する基準の適用の除外） 

第５８条 建築物のうち，当該建築物が全館避難安全性能を有するものであること

について，全館避難安全検証法により確かめられたものについては，第２０条

（寄宿舎又は下宿の用に供する建築物について適用される場合に限る。），第  

２５条第１項，第２９条第２項，第３３条第１項，第３７条第２項，第３８条第

２項，第４０条（第５項第４号及び第５号を除く。），第４２条（第１項を除

く。），第４４条第１項第３号，第４６条及び第５４条第１項の規定は，適用し

ない。 

２ 建築物のうち，当該建築物が全館避難安全性能を有するものであることについ

て国土交通大臣の認定を受けたものについては，第１５条，第２０条，第２５条

第１項，第２９条第２項，第３３条第１項，第３７条第２項，第３８条第２項，

第４０条（第５項第４号及び第５号を除く。），第４２条（第１項を除く。），

第４４条第１項第３号，第４６条及び第５４条第１項の規定は，適用しない。 

第７章 昇降機 

（エレベーターの機械室） 

第５９条 エレベーターの機械室の構造は，次に定めるところによらなければなら

ない。 

 （１） 照明設備を設けること。 

 （２） 非常用エレベーターの機械室とその他の部分とを耐火構造の壁又は政令第                                  

１１２条第１４項第１号又は第２号の基準に適合する特定防火設備で区画する

こと。 



- 71 - 

（エレベーターのピット） 

第６０条 エレベーターのピットには，保守点検に必要な照明設備又は照明用コン

セント設備を設け，かつ，当該ピットの深さが１.５メートルを超える場合はタラ

ップその他これに類するものを設けなければならない。 

（小荷物専用昇降機の機械室） 

第６１条 小荷物専用昇降機の機械室には，専用の点検口及び照明設備又は照明用

コンセント設備を設けなければならない。 

第８章 道に関する基準等 

 （道に関する基準等） 

第６２条 政令第１４４条の４第２項の規定により条例で定める区域は，藤沢市全

域とする。 

２ 政令第１４４条の４第２項の規定により条例で定める基準は，次に定めるとお

りとする。 

 （１） 道の幅員は，４．５メートル以上であること。ただし，市長が周囲の状況に

よりやむを得ないと認めた場合は，この限りでない。 

 （２） 道が同一平面で交差し，若しくは接続し，又は屈曲する箇所（交差，接続

又は屈曲により生ずる内角が１２０度以上の場合を除く。）は，角地の隅角を

はさむ辺を二等辺とする底辺３メートル以上の三角形の部分を道に含むすみ切

りを設けたものであること。ただし，市長が周囲の状況によりやむを得ないと

認めた場合は，この限りでない。 

 （３） 道の構造は，その周囲に縁石その他これに類する材料を設置し，アスファ

ルト舗装その他これと同等以上の耐久性を有するものであること。 

 （４） 道の横断勾配は２パーセントであること。ただし，市長が周囲の状況によ

りやむを得ないと認めた場合は，この限りでない。 

 （５） 道の縦断勾配は１２パーセント以下であり，かつ，階段状でないものであ

ること。この場合において，縦断勾配が９パーセントを超える部分は，滑り止

めの措置を講じたものであること。 

 （６） 道の排水設備は，その両側にＬ型側溝を設け，両側２０メートル以内ごと

に街きょますを設けたものであること。ただし，市長が周囲の状況によりやむ

を得ないと認めた場合は，この限りでない。 
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 （７） 前号の街きょますは，１５センチメートル以上の深さの砂だまりを設けた

ものであること。 

 （８） 道の排水設備の末端は，公共下水道，都市下水路その他の排水施設に排水

上有効に連結したものであること。 

（私道の変更又は廃止） 

第６３条 法第４２条第１項第２号，第３号及び第５号，第２項並びに第３項の規

定に該当する私道を変更し，又は廃止しようとする者は，あらかじめ，市長にそ

の旨を届け出なければならない。 

（道路の位置の標示等） 

第６４条 法第４２条第１項第５号の規定により道路の位置の指定を受けようとす

る者は，指定を受けようとする道路の終点及び曲がり角並びに既存道路との接続

点その他必要な場所に，コンクリート等で造られている標示くいその他これに類

するもの（以下「標示くい等」という。）を設置し，道路の位置を明示しなけれ

ばならない。 

２ 標示くい等は，移動させ，又は取り去ってはならない。 

第９章 歴史的建築物の保存及び活用のための法適用除外 

第１節 総則 

（用語の定義等） 

第６５条 この章において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

 （１） 歴史的建築物 次のいずれかに該当する建築物をいう。 

ア 神奈川県文化財保護条例（昭和３０年神奈川県条例第１３号）第４条第１

項に規定する神奈川県指定重要文化財 

イ 藤沢市文化財保護条例（昭和３５年藤沢市条例第９号）第３条第１項に規

定する藤沢市指定重要文化財 

ウ 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第５７条第１項の規定により

登録された有形文化財 

エ 景観法（平成１６年法律第１１０号）第１９条第１項に規定する景観重要

建造物のうち，市長が歴史的価値を有するものとして認めたもの 

オ アからエまでに掲げるもののほか，市長が歴史的価値を有する建築物とし
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て別に指定するもの 

 （２） 対象歴史的建築物 前号ウからオまでに該当するもののうち，第６６条第

１項の規定による指定を受けたものをいう。 

 （３） 法適用除外建築物 歴史的建築物のうち，法第３条第１項第３号の規定に

基づく指定を受けたものをいう。 

 （４） 対象敷地 法適用除外建築物が存する敷地（法適用除外建築物を他の敷地

に新築する場合にあっては，当該敷地)をいう。 

 （５） 増築等 建築物の増築，改築，移転（他の敷地に新築する場合を含む。以

下同じ。)，用途の変更又は修繕若しくは模様替をいう。 

２ 前項第１号エの認定又は同号オの指定にあたっては，審査会の意見を聴かなけ

ればならない。 

第２節 対象歴史的建築物の指定等 

（対象歴史的建築物の指定等） 

第６６条 前条第１項第１号ウからオまでに掲げる建築物の所有者は，当該建築物

の保存及び活用を図るために第７０条第１項の申請をしようとするときは，あら

かじめ，市長に対し，対象歴史的建築物の指定を申請しなければならない。 

２ 前項の申請を行おうとする者は，別に定める申請書に，当該建築物の保存及び

活用に係る計画を記載した書面（以下「保存活用計画書」という。）を添えて，

市長に申請しなければならない。 

３ 前項の規定による保存活用計画書に記載すべき事項は，市長が別に定める。 

４ 第１項の規定による申請を行う者は，その者以外に当該建築物が存する敷地

（保存活用計画書の内容において，当該建築物を移築することとする場合にあっ

ては，移築後の敷地）について所有権又は借地権を有する者があるときは，あら

かじめ，当該申請の内容について，これらの者の同意を得なければならない。 

５ 市長は，第１項の規定による申請の内容により，当該建築物の保存及び活用を

図るために法第３条第１項第３号の規定に基づく指定を行う必要があり，かつ，

保存活用計画書の内容について，当該建築物の歴史的価値を保全しつつ，その活

用を推進する計画として適当と認めるときは，対象歴史的建築物として指定する

ものとする。 

６ 市長は，前項の指定をした場合においては，速やかに，その旨を申請者に通知
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するとともに，公告するものとする。 

７ 市長は，第５項の規定による指定をする場合においては，あらかじめ，審査会

の意見を聴かなければならない。 

（指定の解除） 

第６７条 市長は，対象歴史的建築物が文化財保護法第２７条第１項の規定による

重要文化財，神奈川県指定重要文化財又は藤沢市指定重要文化財に指定されたと

きは，対象歴史的建築物の指定を解除するものとする。 

２ 対象歴史的建築物が歴史的な価値を失った場合その他特別の事由があるときは，

市長は，対象歴史的建築物の指定を解除することができる。 

３ 市長は，前項の指定の解除をした場合においては，速やかに，その旨を対象歴

史的建築物の所有者に通知するとともに，公告するものとする。 

第３節 現状変更の規制及び保存のための措置 

（現状変更の許可等） 

第６８条 何人も，対象歴史的建築物に関しその現状を変更し，又はその保存に影

響を及ぼす行為をしようとする場合は，市長の許可を受けなければならない。当

該許可を受けた後に計画の変更をする場合についても，同様とする。ただし，通

常の管理行為，軽易な行為その他の行為（市長が別に定めるものに限る。）及び

非常災害のため必要な応急措置として行う行為については，この限りでない。 

２ 市長は，前項の規定による許可の申請に係る行為が，当該対象歴史的建築物の

歴史的価値を保全しつつ，その活用を推進する計画として適当と認める場合に許

可をするものとする。 

３ 第１項の規定による許可の申請に係る工事は，当該許可を受けた後でなければ，

これを着手してはならない。 

４ 市長は，第１項の規定による許可をする場合において，その許可の条件として

同項の現状の変更又は保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることがで

きる。 

５ 市長は，第１項の規定による許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかっ

たときは，許可に係る現状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ，

又は許可を取り消すことができる。 

６ 市長は，第１項の規定による許可をする場合においては，あらかじめ，審査会
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の意見を聴かなければならない。 

（対象歴史的建築物の管理義務等） 

第６９条 対象歴史的建築物の所有者は，当該対象歴史的建築物を適切に管理しな

ければならない。 

２ 対象歴史的建築物の所有者の変更をしたときは，新たに所有者となった者は，

別に定める届出書により，遅滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 対象歴史的建築物の所有者は，当該対象歴史的建築物の管理に関する責任者

（以下「保存管理責任者」という。）を選任することができる。 

４ 対象歴史的建築物の所有者は，前項の規定により保存管理責任者を選任したと

きは，別に定める届出書により，遅滞なくその旨を市長に届け出なければならな

い。保存管理責任者を解任し，又は変更したときも，同様とする。 

５ 対象歴史的建築物の所有者又は保存管理責任者は，その氏名又は住所（法人に

あっては，名称，代表者名又は主たる事務所の所在地）を変更したときは，別に

定める届出書により，遅滞なく，その旨を市長に届け出なければならない。 

６ 市長は，対象歴史的建築物の所有者又は保存管理責任者に対し，当該対象歴史

的建築物を保存するために必要な助言を行うことができる。 

第４節 法適用除外建築物に関する指定等 

（法適用除外建築物の指定等） 

第７０条 法第３条第１項第３号の規定による指定を受けようとする対象歴史的建

築物又は第６５条第１項第１号ア若しくはイに掲げる建築物の所有者は，市長が

別に定める申請書に，当該建築物が交通上，安全上，防火上及び衛生上支障がな

いことを確認することができる書類（以下「維持保全計画書」という。）及びそ

の他市長が別に定める書類を添えて，市長に申請しなければならない。 

２ 前項の規定による維持保全計画書に記載すべき事項は，市長が別に定める。 

３ 市長は，第１項の規定により申請があった場合において，当該建築物が交通上，

安全上，防火上及び衛生上支障がないことを確認したときは，速やかに，法第３

条第１項第３号の規定による指定を行うものとする。 

４ 市長は，前項の指定をした場合においては，速やかに，その旨を申請者に通知

するとともに，公告するものとする。 

（増築等の許可等） 
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第７１条 何人も，法適用除外建築物の増築等をしようとする場合は，市長の許可

を受けなければならない。当該許可を受けた後に当該許可を受けた内容の変更を

する場合についても，同様とする。ただし，通常の管理行為，軽易な行為その他

の行為（市長が別に定めるものに限る。）及び非常災害のため必要な応急措置と

して行う行為については，この限りでない。 

２ 市長は，前項の規定による許可の申請に係る増築等が，当該法適用除外建築物

について，交通上，安全上，防火上及び衛生上支障がないと認める場合に許可を

するものとする。 

３ 市長は，前項の規定により許可をする場合においては，あらかじめ，審査会の

同意を得なければならない。 

４ 第２項の規定による許可には，法適用除外建築物又は対象敷地を交通上，安全

上，防火上又は衛生上支障がないものとするための条件その他必要な条件を付す

ることができる。この場合において，その条件は，当該許可を受けた者に不当な

義務を課すものであってはならない。 

５ 市長は，第３項の場合において，第１項の規定による法適用除外建築物の増築

等の許可のうち，用途の変更をするもので，当該用途の変更が，当該建築物が法

の適用を受けるとした場合に法第４８条第１項から第１４項までの規定に抵触す

ることとなるときは，審査会の同意を得る前に，その許可に利害関係を有する者

の出頭を求めて公開による意見の聴取を行わなければならない。 

６ 市長は，前項の規定による意見の聴取を行う場合においては，その許可しよう

とする法適用除外建築物の用途の変更の計画並びに意見の聴取の期日及び場所を

期日の３日前までに公告しなければならない。 

７ 第６８条第３項の規定は，第１項の規定による許可をする場合に準用する。 

（敷地内建築物の工事に係る許可等） 

第７２条 対象敷地内において，法適用除外建築物以外の建築物（以下「敷地内建

築物」という。)の増築，改築，移転又は用途の変更をしようとする者は，あら

かじめその計画が当該法適用除外建築物の位置，構造及び用途との関係において

交通上，安全上，防火上及び衛生上支障がないことについて，市長の許可を受け

なければならない。当該許可を受けた後に計画の変更をする場合（別に定める軽

微な変更をしようとする場合を除く。)についても，同様とする。 
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２ 前項の規定による許可は，法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の規定

（法第８７条第１項前段において準用する場合を含む。)による確認の申請又は

法第１８条第２項の規定（法第８７条第１項前段において準用する場合を含

む。)による通知を要するものであるときは，当該申請又は通知をしようとする

日までに受けなければならない。 

３ 第６８条第３項及び前条第３項の規定は，第１項の規定による許可をする場合

に準用する。 

（維持保全計画書の変更の許可） 

第７３条 法適用除外建築物の所有者は，当該法適用除外建築物の維持保全計画書

の内容を変更しようとするとき（別に定める軽微な変更を除く。)は，市長の許

可を受けなければならない。 

２ 第７１条第３項の規定は，第１項の規定による許可をする場合に準用する。 

第５節 建築物に関する検査等 

（中間検査） 

第７４条 市長は，第７１条第１項の規定による許可に係る法適用除外建築物の増

築等の工事の内容に応じ，当該工事の工程のうち，工事の施工中に当該法適用除

外建築物が当該許可の内容に適合しているかどうかを検査することが必要なもの

を指定することができる。 

２ 第７１条第１項の規定による許可を受けた者は，前項の規定により指定された

工程に係る工事を終えたときは，その日から４日以内に市長に到達するように，

別に定めるところにより，市長の検査を申請しなければならない。ただし，申請

をしなかったことについて別に定めるやむを得ない理由があるときは，この限り

でない。 

３ 前項ただし書の場合における検査の申請は，その理由がやんだ日から４日以内

に市長に到達するようにしなければならない。 

４ 市長は，第２項の規定による申請があったときは，当該申請を受け付けた日か

ら４日以内に，当該申請に係る増築等の工事中の法適用除外建築物が当該許可の

内容に適合しているかどうかを検査しなければならない。 

５ 市長は，前項の規定による検査をした場合において，増築等の工事中の法適用

除外建築物が当該許可の内容に適合していると認めたときは，別に定めるところ
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により，当該法適用除外建築物の建築主に対して中間検査済証を交付しなければ

ならない。 

６ 第１項の規定により指定した工程後の工程に係る工事は，前項の規定による中

間検査済証の交付を受けた後でなければ，これを施工してはならない。 

（完了検査） 

第７５条 第７１条第１項の規定による許可を受けた者は，当該許可に係る法適用

除外建築物の増築等の工事を完了したときは，別に定めるところにより，市長の

検査を申請しなければならない。 

２ 前項の規定による申請は，同項の工事が完了した日から４日以内に市長に到達

するようにしなければならない。ただし，申請をしなかったことについて別に定

めるやむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

３ 前項ただし書の場合における検査の申請は，その理由がやんだ日から４日以内

に市長に到達するようにしなければならない。 

４ 市長は，第１項の規定による申請があったときは，当該申請を受け付けた日か

ら７日以内に，当該申請に係る法適用除外建築物が当該許可の内容に適合してい

るかどうかを検査しなければならない。 

５ 市長は，前項の規定による検査をした場合において，同項の法適用除外建築物

が当該許可の内容に適合していることを認めたときは，別に定めるところにより，

当該法適用除外建築物の建築主に対して完了検査済証を交付しなければならない。 

（完了検査済証の交付を受けるまでの法適用除外建築物の使用制限） 

第７６条 法適用除外建築物の増築等をする場合においては，当該法適用除外建築

物の建築主は，完了検査済証の交付を受けた後でなければ，当該増築等に係る法

適用除外建築物を使用し，又は使用させてはならない。ただし，市長が安全上，

防火上及び避難上支障がないと認めたときは，完了検査済証の交付を受ける前に

おいても，仮に，当該法適用除外建築物を使用し，又は使用させることができる。 

２ 前項ただし書の規定に基づき，認定を受けようとする建築主は，別に定めると

ころにより，市長に申請しなければならない。 

（敷地内建築物の工事に関する完了の届出） 

第７７条 敷地内建築物（法第６条第１項，第６条の２第１項又は第１８条第３項

の規定（法第８７条第１項前段において準用する場合を含む。)による確認を受
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けるものを除く。)の建築主は，第７２条第１項の規定による許可に係る工事を

完了したときは，別に定めるところにより，その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

第６節 雑則 

（建築物の設計及び工事監理） 

第７８条 第７１条第１項の規定による許可を受けた法適用除外建築物の工事のう

ち，建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第３条第１項（同条第２項の規定に

より適用される場合を含む。以下同じ。)，第３条の２第１項（同条第２項にお

いて準用する同法第３条第２項の規定により適用される場合を含む。以下同

じ。)又は第３条の３第１項（同条第２項において準用する同法第３条第２項の

規定により適用される場合を含む。以下同じ。)に規定する建築物の工事は，そ

れぞれ当該各条に規定する建築士の設計によらなければ，することができない。 

２ 第７１条第１項の規定による許可を受けた法適用除外建築物の工事のうち，建

築士法第２条第７項に規定する構造設計図書による同法第２０条の２第１項の建

築物の工事は，構造設計一級建築士（同法第１０条の２の２第４項に規定する構

造設計一級建築士をいう。以下同じ。)の構造設計（同法第２条第７項に規定す

る構造設計をいう。以下同じ。)又は当該法適用除外建築物が構造関係規定（同

法第２０条の２第２項に規定する構造関係規定をいう。)に適合することを構造

設計一級建築士が確認した構造設計によらなければ，することができない。 

３ 法適用除外建築物の建築主は，第１項に規定する工事をする場合においては，

それぞれ建築士法第３条第１項，第３条の２第１項又は第３条の３第１項に規定

する建築士である工事監理者を定めなければならない。 

（監督処分） 

第７９条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者に対し，工事の停止を命じ，

又は相当の期限を定めて，建築物の外観の変更，除却，移転，改築，増築，修繕，

模様替，使用禁止，使用制限その他違反を是正するために必要な措置をとること

を命じることができる。 

 （１） この章の規定に違反した法適用除外建築物又は敷地内建築物（以下「法適

用除外建築物等」という。)の建築主，当該法適用除外建築物等に関する工事

の請負人（請負工事の下請人を含む。以下同じ。)若しくは現場管理者又は当
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該法適用除外建築物等若しくは対象敷地の所有者，管理者若しくは占有者 

 （２） この章に基づく許可に付された条件に違反した法適用除外建築物の建築主，

当該法適用除外建築物に関する工事の請負人若しくは現場管理者又は当該法適

用除外建築物若しくは対象敷地の所有者，管理者若しくは占有者 

２ 市長は，この章の規定若しくはこれに基づく許可に付された条件に違反するこ

とが明らかな増築等の工事中の法適用除外建築物等については，緊急の必要があ

って藤沢市行政手続条例（平成８年藤沢市条例第１５号）第１２条第１項に規定

する意見陳述のための手続を取ることができない場合に限り，当該手続によらな

いで，当該法適用除外建築物等の建築主又は当該工事の請負人若しくは現場管理

者に対し，当該工事の停止を命じることができる。この場合において，これらの

者が当該工事の現場にいないときは，当該工事に従事する者に対し，当該工事に

係る作業の停止を命じることができる。 

３ 市長は，前２項の規定による処分をしたときは，標識の設置その他別に定める

方法により，その旨を公示しなければならない。 

４ 前項の標識は，第１項又は第２項の規定による処分に係る対象敷地内に設置す

ることができる。この場合においては，当該法適用除外建築物等又は当該対象敷

地の所有者，管理者又は占有者は，当該標識の設置を拒み，又は妨げてはならな

い。 

（違反建築物の設計者等に対する措置） 

第８０条 市長は，前条第１項又は第２項の規定による命令をした場合においては，

別に定めるところにより，当該命令に係る法適用除外建築物等の設計者，工事監

理者若しくは工事の請負人又は当該法適用除外建築物等についての宅地建物取引

業に係る取引をした宅地建物取引業者の氏名又は名称及び住所その他別に定める

事項を，建築士法，建設業法（昭和２４年法律第１００号）又は宅地建物取引業

法（昭和２７年法律第１７６号）の定めるところによりこれらの者を監督する国

土交通大臣又は都道府県知事に通知するものとする。 

（保安上危険な法適用除外建築物等に対する措置） 

第８１条 市長は，法適用除外建築物の構造若しくは建築設備又は対象敷地の管理

が適当でないため当該法適用除外建築物の損傷，腐食その他の劣化が進み，その

まま放置すれば著しく保安上危険な状態となり，又は著しく衛生上有害となるお
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それがあると認める場合においては，当該法適用除外建築物若しくは当該対象敷

地の所有者，管理者又は占有者に対し，相当の猶予期限を付けて，管理の方法の

改善その他管理に関し必要な措置をとること又は当該建築物の修繕，模様替，使

用中止，使用制限その他保安上並びに衛生上必要な措置をとることを勧告するこ

とができる。 

２ 市長は，前項の勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に係る措置をとらな

かった場合において，特に必要があると認めるときは，その者に対し，相当の猶

予期限を付けて，当該勧告に係る措置をとることを命じることができる。 

（報告又は資料の提出） 

第８２条 市長は，この章の施行に必要な限度において，法適用除外建築物等の建

築主，設計者，工事監理者若しくは工事施工者又は当該法適用除外建築物等若し

くは対象敷地の所有者，管理者若しくは占有者に対し，当該対象敷地，当該法適

用除外建築物等の構造若しくは建築設備又は建築物に関する工事の計画若しくは

施工の状況その他必要な事項について報告又は資料の提出を求めることができる。 

（立入調査等) 

第８３条 市長は，この章の施行に必要な限度において，市長が指定する職員に，

対象敷地若しくは法適用除外建築物等に立ち入り，その状況を調査させ，必要な

検査をさせ，又は関係者に質問させることができる。ただし，住居に立ち入ると

きは，あらかじめ，その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入調査，立入検査又は質問をする職員は，その身分を示す

証明書を携帯し，関係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査，立入検査又は質問の権限は，犯罪捜査のために

認められたものと解釈してはならない。 

（工事現場における許可の表示等） 

第８４条 第７１条第１項の規定による許可に係る法適用除外建築物の増築等の工

事の施工者は，当該工事現場の見やすい場所に，別に定めるところにより，建築

主，設計者，工事施工者及び工事の現場管理者の氏名又は名称並びに当該工事に

係る同項の許可があった旨の表示をしなければならない。 

２ 第７１条第１項の規定による許可に係る法適用除外建築物の増築等の工事の施

工者は，当該工事に係る設計図書を当該工事現場に備えておかなければならない。 
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（工事現場の危害の防止） 

第８５条 第７１条第１項の規定による許可に係る法適用除外建築物の増築等の工

事の施工者は，当該工事の施工に伴う地盤の崩落，建築物又は工事用の工作物の

倒壊等による危害を防止するために必要な措置を講じなければならない。 

（消防長等の意見の聴取） 

第８６条 市長は，第７０条の規定による申請を受けた場合においては，当該申請

に係る建築物の工事施工地又は所在地を管轄する消防長又は消防署長に意見を聴

くことができる。 

   第１０章 雑則 

（一定の複数建築物に対する制限の緩和） 

第８７条 法第８６条第１項から第４項まで又は法第８６条の２第１項から第３項

までの規定により認定又は許可を受けて建築する建築物については，第６条，第

１１条，第１２条，第１７条，第２８条，第３１条，第３３条第２項，第３４条

第１項第４号，第３５条，第３９条，第５０条又は第５１条第１項から第６項ま

での規定は，適用しない。 

２ 前項に規定する建築物について第２３条第１項若しくは第２項，第２４条第１

項，第４４条第３項又は第５２条第２項の規定を適用する場合においては，法第

２条第９号の２イに該当する建築物は耐火建築物と，法第２条第９号の３イ又は

ロのいずれかに該当する建築物は準耐火建築物とみなす。 

（仮設建築物に対する制限の緩和） 

第８８条 法第８５条第５項に規定する仮設建築物については，第５条，第６条，

第１０条，第１１条，第１９条，第２２条，第２３条第１項若しくは第２項，第

２４条第１項若しくは第２項，第２６条第１項，第２８条，第６章第６節若しく

は第９節又は第７章の規定は，適用しない。 

（既存建築物に対する制限の緩和） 

第８９条 法第３条第２項の規定により，第５条，第６条，第１１条，第１２条，

第１４条から第１６条まで，第１８条から第２０条まで，第２１条第１項若しく

は第２項，第２４条，第２５条，第２８条から第３１条まで，第３５条から第 

４２条まで，第５０条，第５２条又は第５５条の規定の適用を受けない建築物に

係るその床面積の合計が５０平方メートル以内の増築又は改築については，これ
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らの規定は，適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により，第５条，第６条，第１１条，第１２条，第１４

条から第２０条まで，第２１条第１項若しくは第２項，第２３条第５項，第２４

条，第２５条，第２８条から第３１条まで，第３３条から第４２条まで，第４４

条，第５０条から第５２条まで又は第５５条の規定の適用を受けない建築物に係

る大規模の修繕又は大規模の模様替については，これらの規定は，適用しない。 

３ 法第３条第２項の規定により，第１４条から第１６条まで，第１８条から第 

２０条まで，第２１条第１項若しくは第２項，第２３条から第２６条まで，第 

２９条，第３０条，第３２条，第３３条第１項，第３４条，第３６条から第３８

条まで，第４０条から第４２条まで，第４４条，第５２条又は第５５条の規定の

適用を受けない建築物であって，政令第１１７条第２項に該当する建築物の部分

（以下この項において「独立部分」という。）が２以上あるものについて増築又

は改築をする場合においては，当該増築又は改築をする独立部分以外の独立部分

に対しては，これらの規定は，適用しない。 

４ 法第３条第２項の規定により，第１４条から第１６条まで，第１８条，第２０

条，第２１条第１項若しくは第２項，第２３条第５項，第２４条から第２６条ま

で，第２９条，第３２条から第３４条まで，第３７条，第３８条，第４０条から

第４２条まで，第４４条又は第５５条の規定の適用を受けない建築物について用

途の変更を行う場合においては，用途の変更を行う部分以外の部分に対しては，

これらの規定は，適用しない。 

（委任） 

第９０条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行

に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

第１１章 罰則 

第９１条 次の各号のいずれかに該当する者は，５０万円以下の罰金に処する。 

 （１） 第４条第１項若しくは第２項，第５条第１項若しくは第３項，第６条，第

１１条，第１２条第１項，第１３条から第２５条まで，第２６条第１項若しく

は第２項，第２７条，第２８条第１項，第２９条，第３０条第１項，第３１条，

第３３条，第３４条，第３５条第１項，第３６条第１項若しくは第３項，第 

３７条，第３８条，第３９条第１項から第３項まで，第４０条第１項，第３項，
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第４項若しくは第５項，第４１条から第４３条まで，第４４条第１項若しくは

第３項，第４６条，第４７条第１項若しくは第３項，第４８条から第５０条ま

で，第５１条第１項若しくは第４項から第６項まで，第５２条第１項若しくは

第２項又は第５３条から第５５条までの規定に違反した建築物，工作物又は建

築設備の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し，又は設計図書に従わな

いで工事を施工した場合においては，その建築物，工作物又は建築設備の工事

施工者） 

 （２） 第７９条第１項又は第２項前段の規定による命令に違反した者 

２ 前項第１号の違反行為があった場合において，その違反行為が建築主，工作物

の築造主又は建築設備の設置者の故意によるものであるときは，当該設計者又は

工事施工者を罰するほか，当該建築主，工作物の築造主又は建築設備の設置者に

対して同項の刑を科する。 

第９２条 次の各号のいずれかに該当する者は，３０万円以下の罰金に処する。 

 （１） 第６８条第１項の規定に違反して，許可を受けず，対象歴史的建築物に関

しその現状の変更又はその保存に影響を及ぼす行為をした者 

 （２） 第６８条第３項（第７１条第７項又は第７２条第３項において準用する場

合を含む。）又は第７４条第６項の規定に違反して工事を施工した者 

 （３） 第７１条第４項の規定により許可に付された条件に違反した者 

 （４） 第６８条第５項，第７９条第２項後段又は第８１条第２項の規定による命

令に違反した者 

 （５） 第７１条第１項の規定に違反して，許可を受けず，法適用除外建築物の増

築等をした者 

 （６） 第７２条第１項の規定に違反して，許可を受けず，増築，改築，移転又は

用途の変更をした者 

 （７） 第７３条第１項の規定に違反して，許可を受けず，維持保全計画書の内容

を変更した者 

 （８） 第７６条第１項前段の規定に違反して法適用除外建築物を使用し，又は使

用させた者 

第９３条 次の各号のいずれかに該当する者は，２０万円以下の罰金に処する。 

 （１） 第７４条第２項又は第７５条第１項の規定による申請をせず，又は虚偽の
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申請をした者 

 （２） 第７７条の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者 

 （３） 第８２条の規定による報告若しくは資料の提出をせず，又は虚偽の報告若

しくは資料の提出をした者 

 （４） 第８３条第１項の規定による立入調査若しくは立入検査を拒み，妨げ，若

しくは忌避し，又は質問に対して陳述せず，若しくは虚偽の陳述をした者 

第９４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，

その法人又は人の業務に関し，第９１条から第９３条までの違反行為をしたとき

は，その行為者を罰するほか，その法人又は人に対して当該各条の罰金刑を科す

る。 

   附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は，平成３１年４月１日から施行する。  

 （藤沢市中高層建築物の日影に関する条例及び藤沢市住宅等地下室の容積率緩和

の制限に関する条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は，廃止する。  

 （１） 藤沢市中高層建築物の日影に関する条例（昭和５３年藤沢市条例第２８

号） 

 （２） 藤沢市住宅等地下室の容積率緩和の制限に関する条例（平成１８年藤沢市

条例第７号） 

 （経過措置） 

３ この条例の施行前に法第６条第１項（第８７条第１項又は第８７条の２におい

て準用する場合を含む。）若しくは法第６条の２第１項（第８７条第１項又は第

８７条の２において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請又は法第

１８条第２項（第８７条第１項又は第８７条の２において準用する場合を含

む。）の規定による通知がされた建築物の計画に係る審査については，なお従前

の例による。  

４ この条例の施行前に次の表の左欄に掲げる神奈川県建築基準条例（昭和３５年

神奈川県条例第２８号。以下「県条例」という。）の規定に基づき市長がした許

可を受けている建築物については，同表の当該項の右欄に掲げるこの条例の規定
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により市長がした許可を受けているものとみなす。 

県条例の規定 この条例の規定 

県条例第４条ただし書 第６条ただし書 

県条例第５条ただし書 第１１条ただし書 

県条例第１２条ただし書 第１７条ただし書 

５ 第１１章の規定については，この条例の施行の日後にした行為に対して適用す

るものとし，この条例の施行の日前にした行為については，適用しない。 

 （藤沢市建築審査会条例の一部改正） 

６ 藤沢市建築審査会条例（昭和４０年藤沢市条例第４１号）の一部を次のように

改正する。 

 第３条第１号中「法」の次に「（他の法令において準用する場合を含む。）」

を加え，同条第２号中「第９４条第２項」の次に「（他の法令において準用する

場合を含む。）」を加え，同条第４号を第５号とし，第２号から第３号までを１

号ずつ繰り下げ，第１号の次に次の１号を加える。 

 （２） 市長から藤沢市建築基準等に関する条例（平成３０年藤沢市条例第  

号）の規定により同意を求められたとき。 

  第８条中「委員」の次に「及び専門調査員」を加え，同条を第９条とし，第７

条の次に次の１条を加える。 

（専門調査員） 

第８条 審査会において，専門的事項を調査審議するために必要があるときは，

専門調査員を置くことができる。 

２ 専門調査員は，その専門に関し優れた知識経験を有する者のうちから市長が

委嘱する。 

３ 専門調査員は，会長の命を受けて専門的事項を調査する。 

４ 専門調査員の任期は，市長から委嘱を受けたときからその者の任命に係る当

該専門的事項に関する調査審議が終了したまでとする。 

５ 調査審議する事項が高度に専門的であるときは，専門調査員の合議体により

調査することができる。 

６ 前項の合議体は，これを構成する過半数の専門調査員の出席がなければ，会

議を開くことができない。 
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提案理由 

 この条例を提出したのは，安全・安心なまちづくりを推進するとともに，構造形

態や用途等が多様化及び複雑化する建築物について，市の地域的な状況に応じた良

好な建築行為を促進する必要による。 


